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郵便局施設と人員の最適配置に関する数理計画モデル分析  
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ツシュノは普通郵便局の匿局配置の対射及びr＝  

†ノlメッシュハは住民が居住している．メッシュl  
の躯合を用い、次の2種類を定義する。  

Zノ：メッシュノに普通郵便局施設を配置するか否かを  

表す0－1型整数変数   

Zノ ∈tO，1l，ノ∈∫   

1研究の目的と背県   

公共施設としての郵便局の施設と人員の最適配置  

方法について考察を行い、効率的な局施設と用人貝  

配置の方策を探るのが本研究の目的である。横浜市  

を対象として、郵便局の設置を行政施設の最適配置  

l！．り過として捉え、「公平性」という向から、利用者の  

郵便局への平均アクセス距離が短縮され、アクセス  

距離の地域格差が緩和されるような配置方法を研究  

する。「効率性」については、郵便局における生産性  

を示す一指標としての総収入額を最大化し、さらに  

郵便局における業務別生産性の局間格差を最小化す  

るような最適人員配置を実施する方策を検討する。   

なお、ここでは各局業務別にある程度の人員数を  

有する集配普通郵便局を対象としている。  

2 横浜市における郵便局施設と人月配置   

局施設の配置箇所に関しては、横浜市全体を対象  

として、一辺が250mの正方形7，448個からなるメッ  

シュ上で、既存の普通郵便局18局の最適配置につい  

て考える。郵便局への平均アクセス距離の比較につ  

いては、各メッシュから既存の郵便局までの直線距  

離を求め、メッシュ内人口が全員最短距離にある郵  

便局を利用するものと仮定する。   

市内における集配普通郵便局の配置についてはほ  

ぼ1行政区に1局設置されている。市全体の平均ア  

クセス距離は1．94blであるが、最短区と最長区では、  

3倍近い格差が発生している。人口密度の高い人口  

集中地区では平均アクセス距離が短い傾向があるも  

のの、必ずしも人口、人口密度と配置が一致してい  

るとは限らない。また、ユ8局の業務別の人員数、取  

扱件数、1人当たり収入額を比較すると二収入額、  

件数が局間で大きく変動しているのに対し、人員数  

は局問で比較的差異が小さく、局ごとの収入額、取  

扱件数に適合したより望ましい人員配置が可能な状  

態である。  

3 局施設最適配置モデル分析  

3．1モデルの構造   

混合型整数計画法を用いて定式化する。決定変数  

については、メッシュデータに関して∫＝ りIメ  

1：メッシュノに郵便局施設を配置する  

0：メッシュノに郵便局施設を配置しない  ‡   
ヱノ＝  

ズJJ  

メッシュノに配置された郵便局施設を利用するメ  

ッシュ／の住民数を表す連続型変数  

≧0，／∈Kノ∈∫   

市戯条件は、次の4条件を設定する。   
① 局利用条件  

農∫ゲ≧巧  i∈V   

タ′：メッシュ／の人口 ノ∈y   

② 施設容量条件  

鼠ズ¢≦甜ノ   f∈V  

∫     C：普通郵便局の人員1人当たりが受け持つ住民数、  
C＝ア／r   

タ：対象地域の総人口・ P＝貰汽  
r：対象地域の普通郵便局の総人員数   

叫：メッシュノに配置される普通郵便局施設の容量  

（局別の最大人員数）  

∬：対象地域普通郵便局致  

叫＝∩㌧りノ7ン／耽 ノ∈5  

・√：給人員数増加率の上限値   

③ 総施設数条件  

J∈∫  
是zノ＝Ⅳ   

（む 行政区別配置施設数条件   

AZノ珊 ノ∈∫   
ノ＝  

Aノ：メッシュノを含む行政区（ん）   

〃丘：行政区（斤）に設置可能な施設の上限数   

目的関数は、次のように定義する。  

Mirlimize  

W＝嵐計病   

d少：メッシュ／とメッシュノとの距離   

この目的開放式は、〝箇所に設置された普通郵便  

局を住民が利用する場合の人口モーメントの総和、  

すなわち総移動距離を最小化することを示している。  
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3．2 数値結果と分析   

置局の対象となるメッシュ数の設定及び制約条件  

の設定により、4ケースを仮定した。一定時点での  

最良解を求めたところ、目的関数値と最良解による  

最良下限値（Best LJ）WerBot．nd）の乗離幅は約40％及  

び約79％の結果を得た。横浜市全体の平均アクセス  

距錐については、最も改善されたケースでは現状の  

1．94bnから1．80血まで約7．2％短縮することができ  

る。したがって、置局配置を最適化することにより、  

①住民の利便性 ②郵便局の公的施設としての公平  

性、を高めることができる。また、利用者の利便性  

を向上することは、需要を掘り起こす効果が期待で  

きるため、需要の拡大にも寄与すると推察される。  

4 局人員最適配置モデル分析  

4．1モデルの構造   

決定変数は、普通郵便局の集合：J＝11，2，…．，  

181及び郵便局業務の集合：J＝11，2，封  

と定義した集合を用い、次の4種類を定義する。   

ズ∫∫：局iの業務ノを担当する人員数，  
ズ∫F≧0，f∈（ ノ∈J  

ち‥局fの捻人員数，ろ≧0，f∈J   

佑 ：業務ア）単位生産量当たり労肋投入量の最大値，  

〟‘≧0，J∈J   

v‘：業務ノの単位生産量当たり労肋投入量の最小値，  

v‘≧0，ノ∈J   

制約条件は、次の4条件を定義する。   

① 局別業務別の人員数上下限制約  

（1－E）乱≦ん≦（1＋E）∫f′，f∈り∈ノ   

∫∫′：局fの業務ノを担当する現人員数 f∈り∈J  

E ：局別業務別の人員数変化率上限値  

（∋ 局別の総人貞数上限制約   

f∈J  
ろ＝罵ん  

ち ≦（1＋8）r   

れ‥局fの現総人員数・i∈J  

8：局別の人員数変化率上限値   

③ 総人員数制約  

∑z′ ＝r  

r：普通感触の総人員数  

④ 業務量の局間上下限制約   

香川≦ズ∫∫≦香f叫，f∈り∈J  

苗：局fにおける業務ノの将来需要（取扱件粉，  
f∈り∈J  

：釣 ＝■（1＋叫）βf′，f∈り∈∫  

βf／：局fにおける業務ノの現需要（件数，f∈り∈ノ  

△ぴ：局fにおける業務ノの需要増加率，f∈り∈J  

目的関数は、次のように定義するム  

Maximizew＝右ふ（1＋叫）一PiLrii  

一言ノ勺（可－り）  
Pf／：局fにおける  雛

 
 

生
 
 

の
 
 

－
J
 
 

業
 
 

（収入額／人員），  

f∈J，′∈J  

4．2 数値結果と分析   

パラメトリック分析の結果、8，E値は0．35、需  

要増加率の変化は人員移動に影響を及ぼさないこと  

から需要増加率A¢の値を0として設定した場合に  

総収入額が最大となり、横浜市普通郵便局18局全体  

においては経済の拡大がなくとも20．3％の収入額向  

上となり、個別の16局は収入額の改善が図られる。  

この場合、収入額は人員の事業構成により変化させ  

ていることから、人員は生産性の高い事業に傾斜的  

に資源配分されることになる。横浜市全体の事業部  

門からみた人員移動は、保険事業の30．9％が郵便事  

業、貯金事業に転出し、個々の郵便局においても12  

局が増加すると共に6局が減少している。   

5 まとめと結論   

最適施設配置モデル分析では、郵便局の諸機能の  

うち窓口機能に着目すると共に、「公平性」を評価基  

準としている。今後は「公平性」を示す指標を増や  

すと共に、「経営の効率性」に関する評価基準を設定  

しモデルを拡張することが考えられる。   

最適人員モデル分析については、より正確なモデ  

ルを構築する 

を見極め、事業間の生産性比較が公平に行えるよう  

な評価尺度を導入することが必要と考えられる。そ  

のためには、郵便局各事業の営業体制、収益構造、  

経費の内訳・配昧など明らかにしなければならない  

点は多いと考える。   
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